
これまでの避難に関する取り組み 
 

１．地域の安全・安心促進基本計画（津波）（県、市町村、地域住民） 
 
この計画は、市町村又は津波被害が予測される一連区域を策定単位とし、海岸保全施設等整備計画、

地域防災計画及び土地利用計画等を踏まえ、各地域毎の防災対策を具体的に検証し、当該地域の防災対

策の基本方針と整備目標及び整備スケジュール等を具体的に盛り込んで策定するものである。 
計画の策定に当たっては、行政と地域住民とが協働で図上訓練を行い、その後、実際に現地を確認し、

必要な情報や避難の際に障害となる場所や項目などを確認する。 
さらに、必要な対策の実施者（海岸管理者、市町村、住民等）と実施時期（短期、中期、長期）を明

らかにした対応方針（計画）を策定し、それぞれに役割毎に対策を実施していくものである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
注１：大船渡市は、市独自の防災マップを既に作成しており、内容が重複する部分が多数あるため、策定

を見合わせた。 
注２：平成２２年度の３市町については、年度末に策定予定であったが東日本大震災により完了はしてい

ない。 
 
 
 
２．津波防災マップの取り組み（市町村） 

津波防災マップは、平成９年度に沿岸全市町村が作成した。その後、平成１６年１２月に県が「岩手

県地震・津波シミュレーション及び被害想定調査」を発表し、この結果を反映した津波防災マップを各

市町村において作成済みである。 
 

津波シミュレーション実施後の津波防災マップの作成状況 
 作成年度 市町村名 備考 

Ｈ１４ 山田町  
Ｈ１６ 釜石市、陸前高田市、大船渡市  
Ｈ１７ 洋野町、久慈市、野田村、普代村、

田野畑村、宮古市 
 

Ｈ１８ 岩泉町  
Ｈ１９ 大槌町  

 
また、既に公表済みの市町村においても、地域ごとの津波避難マップ等、より詳細な防災マップの作

成、公表を行っている例もある。（平成１８年：大船渡市） 

 

 
 

３．津波防災教育の取り組み 

津波防災教育は、県が実施した津波シミュレーションの成果等を基に、各市町村が地区毎に学習会等

を開催し、避難の重要性を再認識させ人的被害の軽減を図る取り組みを行っている。 

 

防災教育の取り組み事例 

（市町村等が実施） 

①地区等において津波学習会等を開催 

（野田村、普代村、田野畑村、大槌町、大船渡市、陸前高田市） 

②県津波シミュレーションＣＤを学校に配布し授業で活用（山田町） 

③防災センター（津波シアター）を遠足等で活用（久慈市） 

④「釜石市動く津波ハザードマップ」を利用し、町内会単位で学習会を開催（釜石市） 

⑤教職員を対象とした津波講演会を開催（釜石市） 

⑥ＮＰＯ主催の津波学習会を開催（岩泉町） 

⑦「出前講座（津波講座）」をイベント時に開催（宮古市） 

⑧ＩＮＳによる津波学習会を開催（宮古市、久慈市、山田町） 

（県が実施） 

①「地域の安全安心促進基本計画」の策定 

②津波防災学習教材の整備（H18.4 沿岸市町村の小中学校全校へ配布） 

③教職員を対象とした津波防災講演会の開催（普代村） 

④海フェスタの際、津波に関する展示を開催（大船渡市） 

⑤「出前講座（津波講座）」を地元小中学校で開催 

（H22 （9/2）日本地下備蓄 、（9/13）中野小学校、（9/14）宿戸小学校、（9/24）宿戸中学校、（9/30）

野田小学校） 

（H19 宿戸小学校、H20 角浜中学校・城内中学校・中野小学校・野田中学校・普代小学校、H21
年度 9 校） 

 
 
 
４．津波避難訓練の取り組み（市町村） 

津波避難は、通常年１回定期的に各市町村が実施している。また海水浴シーズンに避難訓練を行い、

来訪者の避難対策など様々なケースでの対応について検討が行われてきている。 
津波避難訓練の取り組み事例 

①海水浴客参加の津波避難訓練を実施（大槌町、陸前高田市） 
②通学時間帯での津波避難訓練を実施（大船渡市） 

 

 

 

５．その他の取り組み（市町村） 
その他市町村が取り組んでいる津波対策の取り組み事例は、以下のとおりである。 
①津波避難誘導版等を整備（宮古市、釜石市） 

※太陽電池式標識の設置、既存標識を「安全安心統一標識」に更新 

②津波シェルターを指定（宮古市） 

※登下校時に津波が発生した際に、安全な施設まで避難する時間がかかることを想定し、通学

路の周辺にある一般の家屋等を「津波シェルター」として指定。 

   ③気仙地域災害医療実施訓練（大船渡市、陸前高田市、住田町） 

     ※大規模な災害が発生した際、災害医療が円滑に行えるよう、病院、市、町、消防、保健所等関係機

関が訓練を通じて役割確認を行うもの。 

策定年度 策定市町村名 
平成１５年度 田老町（現宮古市） 
平成１６年度 種市町（現洋野町） 
平成１７年度 田野畑村 
平成１８年度 野田村 
平成１９年度 陸前高田市、大槌町 
平成２０年度 釜石市（一部）、普代村 
平成２１年度 釜石市、久慈市 
平成２２年度 岩泉町、宮古市（旧田老町除き）、山田町 

資料１ 

 


